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【Abstract】

This paper aims to clarify the significance of introducing taxation on retained earnings for transitional 

medical corporations. In Japan, the provision of medical care has traditionally been a family business of 

medical practitioners. As a result, the property necessary for providing medical care is provided by the 

practitioner. The same is true when a medical practitioner acquires the status of a corporation and 

provides medical care. The property of the medical corporation is regarded as the property of the 

individual practitioner who establishes and operates the corporation. However, medical corporations 

established before the amendment （transitional medical corporations） are exempted from this 

requirement for the time being. It is essential to impose taxation on retained earnings of such transitional 

medical corporations to recover part of the profits retained in the corporation. Such tax will ensure 

fairness for new medical corporations, which are required to renounce their equity.
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1.　は じ め に

　経過措置型医療法人は，社団医療法人で，その
定款等に法人財産に対する社員の持分請求権を認
める旨の定めが設けられているものをいう。平成
18 年（2006 年）の「医療法」改正（以下，第 5
次「医療法」改正という）によって，社団医療法
人においては，このような社員の持分請求権に関
する定めを設けることはできなくなったが，第 5
次改正「医療法」の施行前に設立された，または，
設立申請を行っていた医療法人に対しては，「当
分の間」その適用が留保されている（「医療法」

平成 18 年 6 月 21 日改正附則第 10 条第 2 項，第
10 条の 2）。経過措置型医療法人とは，この第 5
次改正「医療法」において求められている定款変
更がまだ行われていない医療法人のことである。
　現在，第 5 次改正「医療法」の施行から 15 年
が経過したところであるが，経過措置型医療法人
の定款変更はほとんどすすんでいない。改正法の
施行直前の平成 19 年（2007 年）3 月 31 日時点に
おいて，法人財産に対する社員の持分請求権に関
する定めのある社団医療法人の数は 43,203 法人
であったが，その数は，令和 4 年（2022 年）3 月
31 日においても 37,490 法人までにしか減ってい
ない 1）。定款変更の期限が定められていないこと
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もあり，第 5 次改正「医療法」の趣旨は，多くの
経過措置型医療法人において，事実上，無視され
ている状況にある。
　翻って，留保金課税は，個人事業主が会社を設
立することによって，課税の繰り延べを図ろうと
することに一定のペナルティを課すことを目的と
したものである 2）。会社を設立していない場合，
個人事業主は，その年に稼いだ所得に対して所得
税を納めなければならない。一方，会社を設立し
て事業を行った場合，その年に稼いだ利益を配当
せずに法人内部に留保してしまえば，個人レベル
での所得課税を，将来にその利益が分配されるタ
イミングまで繰り延べることが可能になる。
　わが国では，バブル崩壊後，ほとんど貨幣価値
の下落は起こっていないが，所得税率は引き下げ
傾向にあり，また，直接税から間接税への移行も
政策的に進められていることから，課税の繰り延
べには一定の経済的効果が認められる。留保金課
税は，この会社に留保された利益に対して，その
配当前に課税を行ってしまうものであり，課税の
繰り延べによる経済的効果を減殺する意味がある。
　医療法人に対しては，剰余金の配当を行うこと
が認められていない（「医療法」第 54 条）。しか
し，医療法人は，伝統的に家業として営まれてお
り，その経営に外部の者が参画することははじめ
から予定されていない。開業医が医療法人の経営
を通じて稼いだ利益は，当然にその開業医の私有
財産として考えられており，名目的に医療法人の
財産となっているにすぎない。社員が退社した際，
法人を解散させた際に，医療法人の財産を社員が
持っていくことは半ば当然のことと考えられてい
る。法人財産の処分を自らの意思で決定できると
いう意味では，経過措置型医療法人の社員の立場
も，留保金課税の適用対象となる会社（特定同族
会社）の社員の立場と大きく変わるところはない。
　このように，経過措置型医療法人は，法人格を
取得せずに個人として医業に携わっている開業医
はもちろんのこと，事後的に法人財産を受け取る
権利を有さない，第 5 次改正「医療法」に準拠し
た医療法人（法人財産に対する社員の持分請求権
が認められていない医療法人）と比べて経済的に

有利な立場にある。この点は，課税の公平性の観
点から問題があるといわざるを得ない。経過措置
型医療法人は，第 5 次改正「医療法」においてす
みやかな定款変更が求められている法人であるが，
このような優遇措置が許されているかぎり，定款
変更のスピードがあがることもないだろう。
　そこで，本論文では，利益を留保することによ
る課税の繰り延べに対して一定のペナルティを課
すことのできる留保金課税を経過措置型医療法人
に対して適用することの意義について検討する。
まず，第 2 節において，現在，「法人税法」に設
けられている留保金課税制度について概観し，第
3 節においては，開業医，とりわけ経過措置型医
療法人を運営する者にとって医療法人がどのよう
なものとして理解されているのかについて，医療
法人制度の成り立ちからの経緯を振り返る。第 4
節では，これらの現状整理をもとに経過措置型医
療法人に対して留保金課税を適用することの意義
を明らかにする。経過措置型医療法人に対して留
保金課税を適用するにあたって，現行の会社を前
提とする留保金課税の仕組みをそのまま利用でき
ない部分の対応については，第 5 節で検討する。

2.　�留保金課税の適用対象と�
特別税額の計算方法

2.1.　留保金課税の適用対象
　現在の「法人税法」では，留保金課税の適用対
象が，会社のうち特定同族会社に該当するものに
限定されている。
　ここで，特定同族会社とは，被支配会社で，被
支配会社であることについての判定の基礎となっ
た株主等（株主等の「等」には持分会社の社員等
が含まれる）のうちに被支配会社でない法人があ
る場合には，当該法人をその判定の基礎となる株
主等から除外して判定するものとした場合におい
てもなお被支配会社となるものをいう（「法人税
法」第 67 条第 1 項）。
　被支配会社とは，会社の株主等の 1 人またはこ
れと特殊の関係のある個人（親族など）および法
人（以下，これらをまとめて「判定対象株主等」
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という）が，その会社の発行済株式等または出資
（自己株式等または自己の出資を除く）の総数ま
たは総額の 50％超を有する場合のその会社をい
う（「法人税法」第 67 条第 2 項）。なお，判定対
象株主等と同一内容の議決権を行使することに同
意している者が他にあるときは，その者が有する
株式等の数または出資の金額を含めて判定するこ
ととなっている（「法人税法施行令」第 139 条の
7 第 6 項）。すなわち，特定同族会社の前提とな
る被支配会社とは，一個人の意思が，そのままそ
の会社の意思となる状況にある会社のことをいう。
　なお，現在，資本金等の額が 1 億円以下である
被支配会社については，大法人（資本金の額が 5
億円以上である法人）との完全支配関係がある法
人および大通算法人（通算法人のすべてが資本金
1 億円以下でない場合の当該法人）でないかぎり，
特定同族会社とはならないものとされている。こ
れは，中小法人の経営支援を目的としてあとから
設けられるようになった措置であり 3），留保金課
税の本来の趣旨である課税の公平性を図る観点か
ら設けられたものではない。

2.2.　留保金課税における特別税額の計算
　留保金課税において，課税の対象となる留保金
額は，各事業年度の留保金額から留保控除額を控
除した金額として計算される（各事業年度の留保
金額が留保控除額に満たない場合は留保金課税の
適用はない。「法人税法」第 67 条第 1 項）。
　まず，各事業年度の留保金額は，次のように計
算される（「法人税法」第 67 条第 3 項・第 4 項）。

　①�　各事業年度の所得等の金額のうち留保した
金額を計算する（法人税等各種別表 4 の留保
欄の最終値に前期末配当の額を加え，当期末
配当の額を差し引いた金額）

　②�　法人税額，地方法人税額，住民税額（外国
関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額
を除く）の合計額を計算する 4）

　③�　①から②を差し引く

　なお，①各事業年度の所得等の金額のうち留保

した金額の計算にあたって，当期末配当の額が差
し引かれるのは，その金額が翌期において配当と
して社外に流出することが決まっているからであ
り，②法人税等の額が差し引かれるのは，その金
額が国等に納付されることが決まっているからで
ある。
　次に，各事業年度の留保金額から控除される留
保控除額は，次の 3 つのうち最も大きい金額とな
る（「法人税法」第 67 条第 5 項・第 6 項）。

　①�　その事業年度の所得等の金額の 100 分の
40 に相当する金額

　②�　年 2000 万円
　③�　その事業年度終了の時における利益積立金

額（その事業年度の所得等の金額に係る部分
の金額を除く）がその時における資本金の額
または出資の金額の 100 分の 25 に相当する
金額に満たない場合におけるその満たない部
分に相当する金額

　留保控除額は，いずれも留保金額のうち留保金
課税の対象から除外される金額を意味する。これ
らの留保控除額の設定根拠について，財務省は次
のように説明している。
　まず，①において所得等の金額の 100 分の 40
に相当する金額が留保控除額とされているのは，
大法人における平均的な内部留保比率がこの水準
にあるためとされる 5）。特定同族会社であっても，
特定同族会社でない大法人と同程度の留保であれ
ば，租税回避目的で過剰に留保されたものとして
は取り扱わないということである 6）。
　次に，②については，法人形態と個人形態の税
負担が均衡する場合の所得水準と留保金課税制度
の課税最低限とが整合的になるよう定めたものと
される 7）。今度は，会社を設立して事業を行って
いる個人事業主と会社を設立せずに事業を行って
いる個人事業主の税負担の均衡を図ることが意識
されている。
　最後の③は，「会社法」において，剰余金を配
当するにあたって，資本金の額の 4 分の 1（100
分の 25）に相当する金額まで準備金を積み立て
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なければならないこととされていること（「会社
計算規則」第 22 条第 2 項）に対応するものであ
る。株式会社では，社員の責任が出資額に限定さ
れるため（有限責任），債権者保護を図る必要が
ある。準備金は，この債権者に対する支払原資と
して留保されるべき金額を意味する。
　留保金課税は，留保金額がこれらの留保控除額
を超える部分に対して行われるが，その税額はこ
の超える部分の金額を次の 3 つに区分して，それ
ぞれの割合を乗じて計算することとなっている。

　①　年 3000 万円以下の金額……10％
　②　年 3000 万円超年 1 億円以下の金額
　� ……15％
　③　年 1 億円超の金額……20％

　法人税では，課税標準に対して一定の税率（原
則 23.2％）を掛けて納税額のベースとなる金額が
計算されるが，留保金課税については，このよう
にその金額が一定額を超えるごとにより高い税率
が掛けられる超過累進税率によって納税額が計算
される。この超過累進税率によって納税額が計算
される仕組みは，所得税の税額計算の仕組みと同
じである。

3.　�経過措置型医療法人における�
社員持分の位置づけ

　経過措置型医療法人において，法人財産に対す
る社員の持分請求権がなかなか放棄されない理由
を理解するためには，もともとの医療法人制度の
成り立ちを振り返っておく必要がある。本節では，
第 5 次「医療法」改正前後の医療法人制度の変遷
について概観する。

3.1.　医療法人の個人「企業」化の歴史的経緯
　「医療法」にはじめて医療法人に係る規定が設
けられたのは昭和 25 年（1950 年）のことである。
当時の政府は，戦争によって大きくダメージを受
けていたわが国の医療提供体制を立て直す必要に
迫られていた。当時，わが国の病院数の 7 割強は

民間病院であったが，政府側にはこれらの民間病
院に資金を拠出できるだけの余裕がなく，民間部
門のなかで資金の融通を行ってもらう必要があっ
たとされる 8）9）。医療法人制度は，共同出資形態
での医療提供施設の開設を可能にするための仕組
みとして創設されることとなった 10）。
　わが国の医業は，民間部門において「家業」と
して行われることが一般的であった 11）12）。この
ため，その経営形態の特徴として，「家計と経営
の分離がなされていない 13）」といわれる。今日
の医療法人制度の成り立ちは，個々の開業医の経
済的動機と切り離して考えることはできないので
ある。
　終戦直後，わが国では，家督相続制度が廃止さ
れ，相続に係る規定は遺産相続に一本化され
た 14）。医業を営んでいた者が死亡した場合，そ
の遺産が親族に均等相続されてしまうと，財産が
散逸し，医業を継続することが難しくなってしま
う。医療法人制度は，医業を営む者の財産を法人
に移すことで相続の対象から外し，家業として医
業を継続できるようにするための一方策としても
考えられていたという 15）。「医療法」に医療法人
制度が創設された当初，多くの開業医は，財団形
態による法人格の取得を志向した。財団は，拠出
された財産に対して法人格が与えられるものであ
り，財団に資金を拠出すれば，相続という属人的
な事情によって財産が散逸してしまうことはない
と考えられたからである。
　しかし，昭和 27 年（1952 年）の「相続税法」
改正において，財団等，公益を目的とする事業を
行う法人に対する財産の贈与または遺贈により，
親族その他これらの者と特別の関係がある者の相
続税の負担が不当に減少すると認められるときは，
その法人を個人とみなして相続税が課せられるこ
ととなった 16）。財団に資金を拠出することによ
り，医業を行ううえで必要となる財産の散逸を防
ごうとしたものの，その道がふさがれることに
なったのである。
　この改正「相続税法」の施行にあたり，国税庁
は，医療法人に対して，出資による社団に切り替
えるならば法人として課税しない旨を通知した。
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その結果，「資金力が十分でない法人は出資に切
り替えざるを得ず，ほとんどの財団たる医療法人
と財団による設立を申請していた開設者は，持分
の定めのある社団に切り替えることとなった 17）」
という。社団は，個人の集まりに対して法人格が
与えられるものであるから，法人に拠出された財
産に対しても，その社団を構成する個人（社員）
にその持分に応じた請求権が認められる。このた
め，社団への切り替えは，医療法人制度が創設さ
れる前と同様に相続による財産の散逸の問題を復
活させることになるわけであるが，財団のまま存
続することで一時に課税されてしまうことよりも，
将来に課税の問題を繰り延べてしまえる点が重視
されて，社団への切り替えが進められることに
なったのであろう。
　その後，昭和 60 年（1985 年）には，常勤の医
師または歯科医師が 1 人または 2 人しか勤務しな
い診療所を開設する者が法人格を取得して医療法
人（いわゆる「一人医師医療法人」）となること
が認められるようになった（「医療法」第 46 条の
5）。この改正により，家業として小規模に診療所
を運営していた開業医にも法人格取得の途が拓け
たことから，法人財産に対する社員の持分請求権
に関する定めのある社団医療法人の数は，爆発的
に増加することとなった。これは，開業医にとっ
て法人格を取得する目的が，複数の開業医の集ま
り（社団）による共同経営ではなく，法人化によ
る経済的なメリットを享受することにあったこと
の証左であるといえよう 18）19）。
　以上のように，医療法人制度は，もともと家業
として医業を行っている開業医の財産を，法人に
移すことで相続の対象から外し，保全する意図を
もって創設された。「相続税法」の改正により，
社団医療法人においては，医業のために利用され
ている財産に対して，再び相続税が課せられうる
状況となったが，開業医の高齢化により，相続が
現実的な問題となるまでの間は，課税の繰り延べ
を可能にする手段としてのメリットの方が優先さ
れ，現在の状況に至ったのであろう。

3.2.　第 5次「医療法」改正の趣旨
　次に，第 5 次「医療法」改正において，医療法
人がその定款に法人財産に対する社員の持分請求
権に関する定めを設けることが禁じられた経緯に
ついて振り返る。
　当時，厚生労働省は，政府から株式会社の医業
参入について検討することが求められていた。政
府は，医療法人においては，「剰余金の配当こそ
禁止されているものの，脱退・解散時の出資者の
払戻・分配請求権が保証されている 20）」として，
事後的であるとはいえ，法人の財産はその構成員
たる社員に対して分配されうるものであるから，
配当が行われていないとはいえないと主張し
た 21）。社員に対して法人財産の全部または一部
を分配する行為は，税法上も，これを配当とみな
すこととされており（みなし配当。「法人税法」
第 24 条第 1 項），この政府側の見解に特段おかし
いところはない。
　医療法人は，もともと剰余金の配当を行うこと
が禁じられている（「医療法」第 54 条）ことを
もって，営利法人たる会社と区別されると説明さ
れてきた 22）。このため，政府の要請に対して厚
生労働省がとりうる選択肢は，社員の持分請求権
の行使にともなう財産の分配を配当行為と認めた
うえで，①これを引き続き行うことができるよう
に株式会社の医業参入を解禁するか，②剰余金の
配当と疑われる行為を禁じることで，株式会社の
医業参入を拒む姿勢を貫くかの 2 つに 1 つであっ
た 23）。
　政府の要請に対する厚生労働省の回答は，②を
前提として作成された 24）。医療法人はあくまで
も営利を目的としない法人であり，営利を目的と
する株式会社の医業参入は認めないということで
ある。
　厚生労働省は，当時，政府が行っていた公益法
人制度改革に関する有識者会議の結論を利用する
形で，医療法人の非営利性を改めて定義すること
にした 25）。ここでは，営利を目的としない法人
について，営利法人と区別するため，「社員の権
利・義務の内容として，ア）出資義務を負わない，
イ）利益（剰余金）分配請求権を有しない，ウ）
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残余財産分配請求権を有しない，エ）法人財産に
対する持分を有しない 26）」の 4 つの要件が掲げ
られていた。
　第 5 次「医療法」改正において，法人財産に対
する社員の持分請求権に関する定めが禁止される
こととなったのは，この公益法人制度改革に関す
る有識者会議の結論における，ウ）とエ）が医療
法人の非営利性を担保する基準としてとりいれら
れた結果である。具体的には，医療法人が解散し
たときに残余財産が帰属する者については，「国
若しくは地方公共団体又は医療法人その他の医療
を提供する者であって厚生労働省令で定めるもの
のうちから選定（「医療法」第 44 条第 5 項）」す
べきものとされ，解散時における社員の持分請求
は認められなくなった。退社時における社員の持
分請求権については，「医療法」上に明文化され
ることはなかったが，厚生労働省が示している定
款変更の例示において，「社員資格を喪失した者
は，その出資額に応じて払戻しを請求することが
できる」旨の文言を消去することとされているこ
とから 27），同様に放棄することが求められるよ
うになったものと解されている。
　なお，公益法人制度改革に関する有識者会議の
報告書にまとめられた営利を目的としない法人の
要件は，（旧）公益法人に限らず，一般的な非営
利法人を想定して検討されたものであるから，こ
の報告書の結論を医療法人制度の見直しに利用す
べきではないという話にはならない 28）。

3.3.　�経過措置型医療法人の定款変更が進まない
理由

　かくして，第 5 次「医療法」改正によって，社
団医療法人においては，法人財産に対する社員の
持分請求権に関する定めを設けることができなく
なった。これは，株式会社による医業参入を防ぐ
ための措置であるから，本来であれば，この規定
は，法改正前に設立されていた社団医療法人であ
るか，法改正後に設立される社団医療法人である
かにかかわらず適用されなければならないはずで
ある。
　しかし，上述のように，第 5 次「医療法」改正

前に設立されていた経過措置型医療法人に対して，
その適用は，「当面の間」，留保されている（「医
療法」平成 18 年 6 月 21 日改正附則第 10 条第 2
項）。そして，多くの経過措置型医療法人におい
て，第 5 次改正「医療法」の趣旨にそった形での
定款変更は，現在もなお行われていない。
　政府は，現在，経過措置型医療法人の定款変更
を進めるため，認定医療法人制度を設けている

（「医療法」平成 18 年 6 月 21 日改正附則第 10 条
の 3 ないし第 10 条の 8，「医療法」平成 29 年 6
月 14 日改正附則第 7 条・第 8 条）。認定医療法人
として認定された医療法人に対しては，持分の放
棄に伴って発生する贈与税や，持分の相続に伴っ
て発生する相続税が一定の条件のもとで免除され
る特別な措置が与えられることとなっている。
　厚生労働省は，経過措置型医療法人が認定医療
法人として認定される要件のうち，主たるものと
して次の 4 つを掲げている 29）。

　①�　移行計画が社員総会において議決されたも
のであること

　②�　出資者等の十分な理解と検討のもとに移行
計画が作成され，持分の放棄の見込みが確実
と判断されること等，移行計画の有効性及び
適切性に疑義がないこと

　③�　移行計画に記載された移行期限が 3 年を超
えないものであること

　④�　運営に関する要件を満たすこと

　このうち，④運営に関する要件については，具
体的に，次のような要件が設けられている。

　〈運営方法〉
　①�　法人関係者に対し，特別の利益 30）を与え

ないこと
　②�　役員に対する報酬等が不当に高額にならな

いような支給基準を定めていること
　③�　株式会社等に対し，特別の利益を与えない

こと
　④�　遊休財産額は事業にかかる費用の額を超え

ないこと
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　⑤�　法令に違反する事実，帳簿書類の隠ぺい等
の事実その他公益に反する事実がないこと

　〈事業状況〉
　①�　社会保険診療等（介護，助産，予防接種を

含む）に係る収入金額が全収入金額の 80％
を超えること

　②�　自費患者に対して請求する金額が，社会保
険診療報酬と同一の基準によること

　③�　医業収入が医業費用の 150％以内であるこ
と

　このように，政府は，経過措置型医療法人の定
款変更を促すため，一定の条件のもとで，医療法
人制度の創設当初からの問題として考えられてい
た医業に供されている財産の保全につながる相続
税の放棄という，通常の社団法人では得ることの
できないような大きな経済的利益を与えることに
している。
　それにもかかわらず，経過措置型医療法人の定
款変更は依然としてすすんでいない。この点につ
いて，品川（2018）は，上記の〈運営方法〉の①
から③までの要件が，医療法人の「非収益性を担
保するために相当厳しいもの 31）」であると指摘
している。①および②は，医療法人の役員に対し
て直接に，③は，医療法人の役員に対して，いわ
ゆるメディカルサービス法人（MS 法人）などを
介して間接的に，特別の利益を供与することを禁
じるものである。いずれも，定款変更により事後
的な配当ができなくなる代わりに，別の手段で医
療法人から資金が引き出されてしまうことを防ぐ
ことがその目的である 32）。品川（2018）の指摘
が正しいとすれば，いまや開業医の関心が，医業
に供されている財産の保全よりも，医療法人に留
保された「自分の」財産を引き出したいという，
ごく「営利的な」動機に移っていることを示唆し
ているように思われる。
　この点について，第 5 次「医療法」改正に先
立って行われた「医業経営の非営利性等に関する
検討会」において，当時，日本医療法人協会の会
長であった豊田堯は，「医療法人の出資は退社時

や解散時の出資に応じた払戻請求権を含むために
出資者の財産権といえるが，厚労省案はこれをす
べて剥奪するものである 33）」と発言している。
経過措置型医療法人に留保されている財産は，法
人の財産ではなく，その開業医自身に帰属する財
産として認識されていることが，この発言からも
うかがわれる。

4.　�経過措置型医療法人に対して�
留保金課税を行うことの意義

4.1.　�経過措置型医療法人に対して留保金課税を
行わないことの問題

　現在，医療法人に対して留保金課税が行われて
いない理由としては，①医療法人が会社でないこ
と 34），②医療法人においては剰余金の配当が禁
じられていること 35）の 2 つがあげられることが
多い。まず，この 2 つについて，これまでの議論
に照らして改めて検討してみよう。
　第 1 に，医療法人が会社でないことについてで
ある。確かに，現在の「法人税法」では，特定同
族会社のみを留保金課税の適用対象としているか
ら，これを文字通りに解釈すれば，会社とは別の
法人形態とされる医療法人がその適用対象となる
ことはない。
　しかし，留保金課税が，もともと個人に対する
所得課税が法人を利用することで回避されてしま
うことを防ぐ目的で行われるようになったもので
あることを考えれば，医療法人が会社でないこと
を理由にその対象から除外してしまうのは，留保
金課税の趣旨からして妥当であるとは思われない。
そもそも現在の「法人税法」において，医療法人

（社会医療法人，特定医療法人を除く）は会社と
同じ普通法人として位置づけられており，法人税
額の計算にあたっても，同じ税率（原則 23.2％）
が用いられている。根拠法こそ異なるものの，税
法上は，医療法人も会社も変わりはないのである。
　第 2 に，医療法人において剰余金の配当が禁じ
られていることについてである。確かに，留保金
課税は，利益を配当せずに留保して課税の繰り延
べを図ろうとすることを抑制する目的で行われる
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ものであるから，そもそも剰余金の配当を行うこ
とができない医療法人において，配当を任意で行
うことのできる会社と同じペナルティを課すのは
酷であるといえるのかもしれない。
　しかし，上述したように，現在もなお定款変更
を行わず，経過措置型医療法人のまま存続してい
る法人においては，配当によらずとも，法人の財
産を引き出す手段があり，これが実践されている
ようでもあるから，剰余金の配当が認められてい
ないからといって，恣意的に利益留保額を操作す
ることが不可能であるとは必ずしもいえない。
　また，経過措置型医療法人に対しては，認定医
療法人制度という贈与税，相続税がともに免除さ
れる特別な措置を受ける選択肢が与えられている。
認定医療法人制度は，その適用期間が限定されて
いる措置であるが 36），その期間はこれまでに 2
度延長されており，開業医側からはさらなる延長
が求められている 37）。開業医側は，認定医療法
人制度を利用することで，課税の繰り延べどころ
か，課税の免除を受ける権利を恒久的に保持しよ
うとしているのである。
　第 5 次改正「医療法」の趣旨にしたがって運営
される社団医療法人の社員に対しては，残余財産
をすべて手放すことが求められている一方で，経
過措置型医療法人の社員は，その全額を自分自身
のものとすることができてしまう。留保金課税の
導入には，認定医療法人制度の適用により課税が
回避されてしまう前に，本来納付されるべき税額
を，部分的にではあっても納付させることができ
るという点で意味がある。

4.2.　個人レベルの非営利性は存在しない
　病院などの医療提供施設を開設するにあたって
は，原則として，都道府県知事から許可を得る必
要があるが（「医療法」第 7 条第 1 項），都道府県
知事は，医療提供施設の開設が営利を目的として
行われるものと認められる場合は，その許可を与
えないことができるものとされている（「医療法」
第 7 条第 6 項）。この規定をよりどころにして，
そもそも医師は営利を目的として医業に従事して
いないと主張されることがある。

　日本医師会は，「医の倫理綱領」において，「医
師は医業にあたって営利を目的としない 38）」こ
とをうたっているが，その具体的な内容について
は，「医療内容を疎かにしたり，誇大広告や不当
な手段による患者集めなど，社会常識に反して利
益追求に走るようなことがあってはならない 39）」
と説明されている。この説明をみるに，日本医師
会は，「営利を目的としない」という言葉を，社
会的，倫理的に不適切とされる行為をしないとい
う意味で捉えているものと推察される。この点に
ついて，日本医師会は，株式会社による医業参入
に反対する論拠として，剰余金の配当を目的とす
る株式会社が医業に参入すると，配当財源となる
利益を確保するため，収入拡大・コストの圧縮が
指向され，乱診乱療，粗診粗療が行われかねない
との主張を行っている 40）。
　この剰余金の配当を目的とする株式会社が，そ
の目的のために社会的・倫理的に問題がある行為
をするという主張は論理的でなく，到底妥当なも
のとも思われないが 41），かりにこのような主張
が正しかったとしても，個人に対する課税関係を
検討するにあたって，このような主張が何らかの
意味を持つことはない。納税額を算定するにあ
たって考慮されるのは，あくまでも所得の金額で
あり，営業活動の妥当性ではないからである。
　税務上，個人が事業を行う場合，その事業から
得られた総収入金額から必要経費等を控除した残
額がその個人の所得とされる（「所得税法」第 27
条第 2 項）。個人事業主は，ここで得られた所得
をもとに生活を行っていくわけであるから，事業
を通じて必要経費を上回る収入（所得）を得られ
なければ生きていくことができない。生業として
事業を行う以上，個人レベルで考えれば，所得を
得ることを目的として営業活動を行うことは当然
のことであり，この意味で非営利ということはあ
りえない 42）。所得課税は，この所得に対して課
されるものであるから，倫理基準としての医業の
非営利性をもって，経過措置型医療法人に対する
留保金課税を否定するのは妥当ではない。
　なお，日本医師会も，「医業は営利を目的とす
るものではないが，医師に課せられた社会的責任
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の重大さに鑑み，その責任に見合う報酬と，健全
な医業経営のための適正な医療報酬は必要であ
る 43）」として，開業医が受け取る報酬の問題を
医業の営利性（活動の妥当性）の問題と切り離し
て論じている。

5.　�経過措置型医療法人に対して留保金課税
を行うにあたって考慮すべき事項

5.1.　個人による経営支配の判定基準
　社団医療法人では，その最高意思決定機関であ
る社員総会において，1 人 1 議決権の原則がとら
れている（「医療法」第 46 条の 3 の 3）。社団医
療法人の社員の人数について，厚生労働省は，

「理事を 1 名又は 2 名置くこととした場合でも，
社員は 3 名以上置くことが望ましい 44）」として
いることから，この原則通りの数の社員が設置さ
れているならば，1 人の社員が社員総会の議決権
の過半数を占めることはできない。このため，1
人の社員が社員総会の議決権の過半数を占めてい
るかを形式的に判断してしまうと，経過措置型医
療法人は最高意思決定機関が支配されている法人
に該当せず，留保金課税の適用対象からも外れて
しまう。
　現在の留保金課税制度においては，最高意思決
定機関が支配されているかどうかを判断するにあ
たって，独占的な地位を有している者と同一内容
の議決権を行使することに同意している者の議決
権を含めるものとされている。医療法人では，株
式会社とは異なり，社員となるにあたって社員総
会の承認が必要とされることが一般的であり 45），
理事長たる開業医以外の社員が，その開業医の意
見に対して反対の立場をとることは現実的には難
しい。実際，日本医療法人協会の会長であった日
野頌三も，社団医療法人では，理事長による独裁
体制がとられていることが一般的であると発言し
ている 46）。このような状況を鑑みるに，形式的
な基準で，経過措置型医療法人が留保金課税の適
用対象となるかどうかを判定するのは望ましいも
のとはいえないように思われる。経過措置型医療
法人においては，特定同族会社の場合のような形

式的な判定は行わずに，一律に留保金課税の適用
対象とすべきであろう。

5.2.　小規模法人に対する留保金課税の免除
　現在の留保金課税制度では，資本金または出資
の金額が 1 億円以下である小規模の特定同族会社
は，その適用対象から除外されている。経過措置
型医療法人においては，社員の出資額を出資金勘
定に計上することとなっており（「医療法人会計
基準」第 13 条），この金額が特定同族会社におけ
る資本金に相当する金額となる。ただし，株式会
社の場合は，出資を受けた金額の 2 分の 1 を超え
ない金額を資本金としないことが認められている
が（「会社法」第 445 条第 2 項），医療法人の場合
はこのような処理は認められておらず，出資の金
額がそのまま出資金勘定に計上されている。
　第 2 節で述べたように，小規模法人が留保金課
税の対象から除外されるのは，中小法人の経営支
援を行うことがその目的となっている。経過措置
型医療法人は，第 5 次改正「医療法」の趣旨から
して，いつまでも存続していてはならない法人形
態である。そうであるならば，経過措置型医療法
人に対しては，たとえ小規模のものであったとし
ても，現状維持を肯定するような支援措置を設け
ることは望ましいものとはいえない。このため，
経過措置型医療法人に対して留保金課税を行うに
あたっては，小規模の法人をその対象から除外す
る必要はないものと考えられる。

5.3.　�経過措置型医療法人の経営実態に見合った
留保控除額の設定

　留保金課税を行うにあたっては，法人の各事業
年度における所得等の金額のうち留保した金額か
ら一定の金額が控除される。この控除される金額
には，①特定同族会社でない大会社における留保
割合を考慮した金額，②個人事業者との税負担の
均衡を図ることを目的した金額，③株式会社にお
いて配当時に積み立てることが義務づけられてい
る金額に相当する金額の 3 つがあり，このうち最
も大きい金額を使用することとなっている。経過
措置型医療法人に対して留保金課税を行うことと
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した場合に最も難しいのがこの点であろう。
　①に関しては，法人財産に対する社員の持分請
求権が認められていない他の社団医療法人におけ
る留保割合を使用すべきであろう。留保金課税は，
もともと所得課税を回避するために財産を留保す
ることを抑制する目的で行われるものであるから，
法人財産に対する社員の持分請求権が認められて
いない社団医療法人の留保金額を参照するのが自
然である。
　②に関しては，留保金課税の趣旨からして，特
定同族会社に対するものと同じく，個人で医業を
行っている者との税負担の均衡を図る形でその水
準を決定すべきだろう。ただし，医療法人と会社
とでは，その規模もビジネスモデルも異なってい
るため，特定同族会社の場合と同じ年 2000 万円
が適当であるかは分からない。この水準は，徴税
に関する資料を有している税務当局によって判断
されるべきであろう。
　③に関しては，現行の「医療法」において，医
業を継続するために，出資金に追加して留保して
おくべき金額についての定めがないことから，経
過措置型医療法人において留保することが認めら
れる金額の判定基準として利用することはできな
い。

6.　お わ り に

　第 5 次「医療法」改正により，社団医療法人に
対しては，原則として，法人財産に対する社員の
持分請求権を認めることができなくなった。経過
措置型医療法人に対しても，法人財産に対する社
員の持分請求権を放棄し，定款変更を行うことが
求められているが，その要請は，法改正から 15
年が経過した今日においてもなお事実上無視され
ている。
　本論文では，経過措置型医療法人に対して留保
金課税を行うことで，経過措置型医療法人だけが
行うことのできる利益の留保による課税の繰り延
べに対して一定のペナルティを課すことが必要で
あることを，法人財産に対する社員の持分請求権
が認められていない他の社団医療法人や，法人を

設立せずに個人として医業に従事している開業医
との課税の公平性を図る観点から明らかにした。
　今日において，課税の回避は，もはや営利法人
たる会社だけの問題ではなくなっている。平成
30 年（2018 年）には，一般社団法人を利用した
課税の回避を防ぐことを目的とした税法の見直し
が行われている 47）。すなわち，一般社団法人の
役員であった者が死亡した場合に，その役員に帰
属すべき財産（法人財産の額をその死亡した役員
を含む役員の数で除した金額）について，その一
般社団法人が遺贈により取得したものとみなして
相続税を課すこととなったのである。
　一般社団法人は，経過措置型医療法人と同様に，
剰余金の分配こそできないものの，解散時に残余
財産を分配することが認められている非営利法人
であり，一般社団法人に対する課税の強化は，経
過措置型医療法人にとってももはや対岸の火事と
はいえないのではないだろうか。経過措置型医療
法人については，現在，認定医療法人制度という
贈与税および相続税が免除される仕組みがあるた
め，一般社団法人に対するもののように相続税サ
イドからのアプローチをとることはできない。留
保金課税は，このような経過措置型医療法人に対
する課税回避を抑制するための手段として有効で
あろう。
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